
株式会社　フレックス

流動資産 1,322,120 流動負債  660,774

現金預金 20,302 買掛金 71,725

受取手形 221 リース債務 4,699

売掛金 510,972 未払金 163

商品 5,083 未払費用 415,969

仕掛品 1,187 未払法人税等 50,181

貯蔵品 62 未払消費税等 81,380

前払費用 15,866 預り金 35,856

未収入金 10,807 仮受金 797

立替金 2,141

短期貸付金 753,769

仮払金 1,705

 固定資産  971,940  固定負債 900,926

有形固定資産 77,567 役員退職慰労引当金 11,793

建物 14,961 退職給付引当金 889,132

構築物 420 負債合計 1,561,700

機械装置 0

　 車両運搬具 351 　 株主資本  732,360

工具器具備品 9,732 資本金       60,000

リース資産 4,272 資本剰余金    18,239

貸与資産 47,828 資本準備金 18,239

無形固定資産   1,216 利益剰余金    654,121

　 電話加入権 288 利益準備金 11,900

ソフトウェア 928 その他利益剰余金  642,221

投資その他の資産   893,157 　　別途積立金 100,000

投資有価証券 0 　　繰越利益剰余金 542,221

関係会社株式 1,103

出資金 200

繰延税金資産 423,673

長期前払費用 153

差入保証金 11,875

会員権 6,855

保険積立金 449,596

貸倒引当金 △ 300 732,360

2,294,061 2,294,061

科目 金額 科目 金額

貸借対照表

(2025年3月31日　現在)

（単位：千円）

資産の部 負債の部

純資産の部

純資産合計

資産合計 負債純資産合計

（注記）当期純利益　133,364千円



 

個別注記表 

重要な会計方針に係る事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式         移動平均法による原価法 

その他有価証券 市場価格のない株式等  移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）         定額法 

無形固定資産（リース資産を除く）         定額法 

リース資産                    所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を 

零として算定する定額法 

 

３．引当金の計上基準 

退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務 

の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額 

を計上しております。 

 

① 退職給付見込額の期間帰属方法  

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15 年）による定額法により費用処理することとして

おります。また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生した翌事業年度から費用処理

することとしております。 

 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しておりましたが、2019 年 6 月をもって役員退職慰労金制度

を廃止したため、2019 年 7 月以降、新たな引当計上は行っておりません。

役員退職慰労引当残高は当制度の廃止以前から在職している役員に対す

る支給予定額であります。 

 

 



 

４．収益及び費用の計上基準 財又はサービスの販売に係わる収益は、主にテレビ報道制作におけ

る請負事業等の販売であり、顧客との販売契約に基づいて財又はサー

ビスを引き渡す一時点において、顧客が当該財又はサービスに対する

支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しており

ます。 

 

５．消費税等の会計処理   税抜方式によっております。 


